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公布された条例のあらまし

◇鳥取県基金条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

基金の新設、廃止等の所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 次のとおり新たに基金を設置し、基金の運営に関し必要な事項を定める。

名称 設置目的

鳥取元気づくり推進基金 県民、特定非営利活動法人、事業者、市町村、県等の多様な主体が連

携し、地域の自然、歴史、文化等の特性に応じた地域づくりに取り組

み、もって個性豊かで魅力ある地域社会を形成する地方創生の推進に

資すること。

(２) 鳥取県環境学術等研究基金は、当該基金の設置目的を達成するために必要な経費の財源に充てるときに

処分できることとする。

(３) 後期高齢者医療広域連合から徴収する拠出金を算定する際に給付費見込額に乗じる割合は、鳥取県後期

高齢者医療財政安定化基金の積立てに必要な率（現行 10万分の44）とする。

(４) 鳥取県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金、とっとり発グリーンニューディール基金、鳥取県地域の

元気・公共投資臨時基金、鳥取力創造運動推進基金及びとっとり支え愛基金は、廃止する。

(５) 施行期日は、平成28年４月１日とする(１)、(２)及び(３)、同年５月31日とする(４)の一部を除き、公

布日とする。

◇特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

山村振興法の一部が改正され、産業振興施策促進区域内において特別償却設備を新設し、又は増設した者に

ついて不動産取得税の不均一課税をしたときは、地方交付税による減収補てんを行うとされたことに鑑み、当

該不動産取得税の税率を引き下げる特例を定める。

２ 条例の概要

(１) 山村振興計画に記載された産業振興施策促進区域内において、平成29年３月31日までの間に地域資源を

活用する製造業又は農林水産物等販売業の用に供する施設で一定の要件を満たすものを新設し、又は増設し

た者に対する不動産取得税の税率は、本来の税率に10分の１を乗じて得た率とする。

(２) (１)の適用を受けるための申請手続を定める。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、公布日とし、平成27年４月１日以降の取得に適用する。

◇職員の給与に関する条例等の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方公務員法の一部改正により、等級別基準職務表を給与に関する条例に定めることとされたことに伴い、

現行の級別標準職務表を等級別基準職務表に改称するとともに、任期付研究員及び任期付職員の等級別基準職

務表を定める。

２ 条例の概要

(１) 職員の給与に関する条例の一部改正

級別標準職務表を等級別基準職務表に改称する。

(２) 任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正

ア 任期付研究員の等級別基準職務表を定め、同表の標準的な職務の内容を基準として号給を決定する。

イ その他所要の規定の整備を行う。
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(３) 任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

任期付職員の等級別基準職務表を定め、同表の標準的な職務の内容を基準として号給を決定する。

(４) 施行期日は、平成28年４月１日とする。

◇鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

職員を派遣することにより、業務の円滑な実施の確保を通じて地域の振興、住民の生活の向上等に関する諸

施策の推進を図るため、職員を派遣する公益的法人等を追加し、又は削除する。

２ 条例の概要

(１) 職員の派遣先に全国知事会を加える。

(２) 職員の派遣先から公益財団法人鳥取県畜産振興協会及び公益社団法人鳥取県人権文化センターを削る。

(３) 施行期日は、平成28年４月１日とする。

◇職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

著しく腐敗した魚の死骸の処理業務が職員の著しい負担になっていることから、当該業務に対し特殊勤務手

当を支給する。

２ 条例の概要

(１) 職員が県の管理する河川等において著しく腐敗した魚の死骸を処理する作業に従事したときは、従事し

た日１日につき300円の特殊現場作業手当を支給する。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、公布日とする。

◇鳥取県職員定数条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

職員の定数管理を適切に行うため、知事の事務部局、教育委員会の事務局及び学校その他の教育機関の職員

等の定数を改める等の所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 次のとおり職員の定数を改める。

区 分
定 数

改正後 現 行

知事の事務部局の職員 2,861人 2,876人

一般会計支弁に係る職員 2,851人 2,866人

教育委員会の事務局及び学校その他の教育機関の職員 2,278人 2,323人

県立学校の職員 2,026人 2,069人

県立学校の職員以外の職員 252人 254人

企業局の職員 60人 59人

県費負担教職員 4,135人 4,169人

(２) 定数の外に置くことができる職員に、外国の地方公共団体の機関等に派遣している職員を加える。

(３) 施行期日は、平成28年４月１日とする。

◇鳥取県附属機関条例等の一部改正について

１ 条例の改正理由

県行政に関する調査審議を行う附属機関について、新設、廃止、所掌の見直し等を行う。

２ 条例の概要
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(１) 鳥取県附属機関条例の一部改正

ア 鳥取県行政不服審査会など７の附属機関を設置するとともに、鳥取県青谷上寺地遺跡発掘調査委員会及

び鳥取県妻木晩田遺跡発掘調査委員会を統合する。

イ 鳥取県事業棚卸し評価者会議など４の附属機関を廃止する。

ウ 鳥取力創造運動推進委員会の名称及び調査審議する事項を改める。

(２) 鳥取県男女共同参画推進条例及び鳥取県警察職員顕彰条例について、所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成28年４月１日とする。

◇議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方公務員災害補償法施行令の一部が改正され、地方公務員災害補償と障害厚生年金との調整率が改められ

たことに伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 傷病補償年金の給付事由と同一の事由により障害厚生年金が支給される場合に当該傷病補償年金の額に

乗じる調整率を0.88（現行 0.86）とする。

(２) 休業補償の給付事由と同一の事由により障害厚生年金が支給される場合に当該休業補償の額に乗じる調

整率を0.88（現行 0.86）とする。

(３) 施行期日等

ア 施行期日は、平成28年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

居宅サービス事業に係る事務を適切に処理するため、通所介護事業所からの届出の受理は、その指定監督権

限を有する南部箕蚊屋広域連合に移譲する等の所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 鳥取県居宅サービス事業及び介護予防サービス事業に関する条例等に基づく通所介護事業所の宿泊サー

ビスに係る届出の受理については、南部箕蚊屋広域連合が処理することとする。

(２) 市町村長が処理する農地転用の許可等の事務に関して意見聴取先である農業会議を農業委員会等に変更

する。

(３) 施行期日は、平成28年４月１日とする。

◇鳥取県民生委員定数条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

民生委員がその職務を適切に遂行できるようにするため、民生委員の増員を行う。

２ 条例の概要

(１) 民生委員の定数を次のとおり変更する。

市町村 変更後 変更前

倉吉市 166人 164人

東伯郡琴浦町 66人 65人

西伯郡大山町 62人 61人

(２) 施行期日は、平成28年12月１日とする。

◇鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例の廃止について

１ 条例の廃止理由
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子ども・子育て支援法が施行され、利用定員が19人以下の保育施設等に対して市町村が地域型保育給付費

（負担割合：国２分の１、県４分の１、市町村４分の１）を支給する制度が創設されたため、届出保育施設等

に対する助成制度を廃止する。

２ 条例の概要

(１) 鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例は、廃止する。

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、平成28年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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条 例
鳥取県基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第11号

鳥取県基金条例の一部を改正する条例

第１条 鳥取県基金条例（平成19年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条、第３条、第５条、第７条関係） 別表第１（第２条、第３条、第５条、第７条関係）

運用益金 運用益金

名称 設置目的 積立て の整理又 処分事由 名称 設置目的 積立て の整理又 処分事由

は処理 は処理

略 略

12 鳥取 県内の 一般会計 (１) 一 当該基 12 鳥取 県内の 一般会計 (１) 一

県環境 大学及び 歳入歳出 般会計 金の設置 県環境 大学及び 歳入歳出 般会計

学術等 高等専門 予算に定 歳入歳 目的を達 学術等 高等専門 予算に定 歳入歳

研究基 学校にお める額 出予算 成するた 研究基 学校にお める額 出予算

金 ける環境 に計上 めに必要 金 ける環境 に計上

その他の して、 な経費の その他の して、

地域の課 当該基 財源に充 地域の課 当該基

題に関す 金の設 て る と 題に関す 金の設

る調査研 置目的 き。 る調査研 置目的

究に対す を達成 究に対す を達成

る助成等 するた る助成等 するた

を行い、 めに必 を行い、 めに必

もって環 要な経 もって環 要な経

境の保全 費の財 境の保全 費の財

及び快適 源に充 及び快適 源に充

な環境の 当 な環境の 当

創造に関 ( ２ ) 創造に関 ( ２ )

する施策 (１)の する施策 (１)の

の推進並 ほか、 の推進並 ほか、

びに個性 一般会 びに個性 一般会

豊かな地 計歳入 豊かな地 計歳入

域社会の 歳出予 域社会の 歳出予

形成に資 算に計 形成に資 算に計

す る こ 上して す る こ 上して

と。 基金に と。 基金に

積立て 積立て

略 略
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- 7 -

平成28年３月25日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第25号

19 鳥取 消費生 一般会計 一般会計 当該基 19 鳥取 消費生 一般会計 一般会計 当該基

県消費 活相談の 歳入歳出 歳入歳出 金の設置 県消費 活相談の 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

者行政 複雑化・ 予算に定 予算に計 目的を達 者行政 複雑化・ 予算に定 予算に計 目的を達

活性化 高度化に める額 上して当 成するた 活性化 高度化に める額 上して当 成するた

基金 対 応 し 該基金に めに必要 基金 対 応 し 該基金に めに必要

て、消費 積立て な経費の て、消費 積立て な経費の

生活相談 財源に充 生活相談 財源に充

窓口の機 て る と 窓口の機 て る と

能強化等 き。 能強化等 き。

を図るこ を図るこ

と。 と。

20 鳥取 火災発 一般会計 一般会計 当該基

県社会 生や地震 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

福祉施 発生時に 予算に定 予算に計 目的を達

設等耐 自力で避 める額 上して当 成するた

震化等 難するこ 該基金に めに必要

臨時特 とが困難 積立て な経費の

例基金 な方が多 財源に充

く入所す て る と

る社会福 き。

祉施設等

の安全・

安心を確

保するた

め、社会

福祉施設

等の耐震

化等のた

めの整備

を促進す

ること。

20 略 21 略

21 略 22 略

22 略 23 略

23 鳥取 自死を 一般会計 一般会計 当該基 24 鳥取 自死を 一般会計 一般会計 当該基

県自死 防ぐため 歳入歳出 歳入歳出 金の設置 県自死 防ぐため 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

対策緊 の相談体 予算に定 予算に計 目的を達 対策緊 の相談体 予算に定 予算に計 目的を達

急強化 制 の 整 める額 上して当 成するた 急強化 制 の 整 める額 上して当 成するた

基金 備、人材 該基金に めに必要 基金 備、人材 該基金に めに必要

の養成等 積立て な経費の の養成等 積立て な経費の

により、 財源に充 により、 財源に充

県内の自 て る と 県内の自 て る と

死に対す き。 死に対す き。

る施策及 る施策及

び体制の び体制の
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充実強化 充実強化

を図り、 を図り、

もって自 もって自

死の防止 死の防止

及び自死 及び自死

者の親族 者の親族

等に対す 等に対す

る支援の る支援の

充実に資 充実に資

す る こ す る こ

と。 と。

25 とっ 地球温 一般会計 一般会計 当該基

とり発 暖化対策 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

グリー 及び環境 予算に定 予算に計 目的を達

ンニュ 保全型の める額 上して当 成するた

ーディ 地域づく 該基金に めに必要

ール基 りを推進 積立て な経費の

金 し、その 財源に充

取組によ て る と

り雇用創 き。

出及び中

長期的に

持続可能

な地域経

済社会の

構築を図

ること。

24 略 26 略

25 略 27 略

26 略 28 略

27 とっ 高 齢 一般会計 一般会計 当該基 29 とっ 高 齢 一般会計 一般会計 当該基

とり支 者、障が 歳入歳出 歳入歳出 金の設置 とり支 者、障が 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

え愛基 い者等が 予算に定 予算に計 目的を達 え愛基 い者等が 予算に定 予算に計 目的を達

金 住み慣れ める額 上して当 成するた 金 住み慣れ める額 上して当 成するた

た地域で 該基金に めに必要 た地域で 該基金に めに必要

暮らし続 積立て な経費の 暮らし続 積立て な経費の

けられる 財源に充 けられる 財源に充

ようにす て る と ようにす て る と

るため、 き。 るため、 き。

これらの これらの

者の生活 者の生活

を地域で を地域で

支え合う 支え合う

活動の支 活動の支

援及び生 援及び生
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活環境の 活環境の

整備を行 整備を行

うこと。 うこと。

30 鳥取 地域に 一般会計 一般会計 当該基

県地域 おける公 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

の元気 共投資を 予算に定 予算に計 目的を達

・公共 円滑に実 める額 上して当 成するた

投資臨 施し、防 該基金に めに必要

時基金 災対策、 積立て な経費の

減災対策 財源に充

等の推進 て る と

及び産業 き。

基盤・生

活基盤等

の整備を

図るため

の経費に

充てるこ

と。

28 略 31 略

29 略 32 略

30 略 33 略

31 略 34 略

32 略 35 略

33 鳥取 島根原 一般会計 (１) 一 当該基 36 鳥取 島根原 一般会計 (１) 一 当該基

県原子 子力発電 歳入歳出 般会計 金の設置 県原子 子力発電 歳入歳出 般会計 金の設置

力防災 所に係る 予算に定 歳入歳 目的を達 力防災 所に係る 予算に定 歳入歳 目的を達

対策基 原子力防 める額 出予算 成するた 対策基 原子力防 める額 出予算 成するた

金 災対策の に計上 めに必要 金 災対策の に計上 めに必要

円滑な実 して、 な経費の 円滑な実 して、 な経費の

施を図る 当該基 財源に充 施を図る 当該基 財源に充

こと。 金の設 て る と こと。 金の設 て る と

置目的 き。 置目的 き。

を達成 を達成

するた するた

めに必 めに必

要な経 要な経

費の財 費の財

源に充 源に充

当 当

( ２ ) ( ２ )

(１)の (１)の

ほか、 ほか、

一般会 一般会

計歳入 計歳入
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歳出予 歳出予

算に計 算に計

上して 上して

基金に 基金に

積立て 積立て

34 鳥取 県民、 一般会 (１) 一 当該基

元気づ 特定非営 計歳入歳 般会計 金の設置

くり推 利活動法 出予算に 歳入歳 目的を達

進基金 人、事業 定める額 出予算 成するた

者、市町 に計上 めに必要

村、県等 して、 な経費の

の多様な 当該基 財源に充

主体が連 金の設 て る と

携し、地 置目的 き。

域 の 自 を達成

然 、 歴 するた

史、文化 めに必

等の特性 要な経

に応じた 費の財

地域づく 源に充

りに取り 当

組み、も ( ２ )

って個性 (１)の

豊かで魅 ほか、

力ある地 一般会

域社会を 計歳入

形成する 歳出予

地方創生 算に計

の推進に 上して

資するこ 基金に

と。 積立て

別表第３（第２条、第３条、第５条、第７条関係） 別表第３（第２条、第３条、第５条、第７条関係）

運用益金 運用益金

名称 設置目的 積立て等 の整理又 処分事由 名称 設置目的 積立て等 の整理又 処分事由

は処理 は処理

略 略

３ 鳥取 後期高 (１) 高 一般会計 当該基 ３ 鳥取 後期高 (１) 高 一般会計 当該基

県後期 齢者医療 齢者の 歳入歳出 金の設置 県後期 齢者医療 齢者の 歳入歳出 金の設置

高齢者 の財政の 医療の 予算に計 目的を達 高齢者 の財政の 医療の 予算に計 目的を達

医療財 安定化に 確保に 上して当 成するた 医療財 安定化に 確保に 上して当 成するた

政安定 資する事 関する 該基金に めに必要 政安定 資する事 関する 該基金に めに必要

化基金 業及び後 法律第 積立て な経費の 化基金 業及び後 法律第 積立て な経費の

期高齢者 1 1 6条 財源に充 期高齢者 1 1 6条 財源に充

医療広域 第５項 て る と 医療広域 第５項 て る と
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連合に対 及び前 き。 連合に対 及び前 き。

して保険 期高齢 して保険 期高齢

料率の増 者交付 料率の増 者交付

加の抑制 金及び 加の抑制 金及び

を図るた 後期高 を図るた 後期高

めの交付 齢者医 めの交付 齢者医

金を交付 療の国 金を交付 療の国

する事業 庫負担 する事業 庫負担

に必要な 金の算 に必要な 金の算

費用に充 定等に 費用に充 定等に

て る こ 関する て る こ 関する

と。 政 令 と。 政 令

（平成 （平成

19年政 19年政

令 第 令 第

3 2 5 3 2 5

号。以 号）第

下「算 19条の

定 政 規定に

令」と 基 づ

い き、一

う。） 般会計

第19条 歳入歳

の規定 出予算

に基づ に定め

き、一 る額

般会計

歳入歳

出予算

に定め

る額

(２) 算 (２) 前

定政令 期高齢

第19条 者交付

第１項 金等及

の条例 び後期

で定め 高齢者

る割合 医療の

は、当 国庫負

該基金 担金の

の設置 算定等

目的を に関す

達成す る政令

るため 第19条

に必要 第１項
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な資金 の条例

の積立 で定め

てに必 る割合

要な額 は、10

の３分 万分の

の１に 44とす

相当す る。

る額を

後期高

齢者医

療広域

連合の

療養の

給付等

に要す

る費用

の額の

見込額

で除し

て得た

率とす

る。

略 略

第２条 鳥取県基金条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条、第３条、第５条、第７条関係） 別表第１（第２条、第３条、第５条、第７条関係）

運用益金 運用益金

名称 設置目的 積立て の整理又 処分事由 名称 設置目的 積立て の整理又 処分事由

は処理 は処理

略 略

６ 鳥取 県勢発 一般会計 一般会計 当該基 ６ 鳥取 県勢発 一般会計 一般会計 当該基

県大規 展の基盤 歳入歳出 歳入歳出 金の設置 県大規 展の基盤 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

模事業 となる大 予算に定 予算に計 目的を達 模事業 となる大 予算に定 予算に計 目的を達

基金 規模事業 める額 上して整 成するた 基金 規模事業 める額 上して整 成するた

を円滑に 理 めに必要 を円滑に 理 めに必要

推進する な経費の 推進する な経費の

ための経 財源に充 ための経 財源に充

費に充て て る と 費に充て て る と

ること。 き。 ること。 き。

７ 鳥取 県民、 一般会計 (１) 一 当該基

力創造 特定非営 歳入歳出 般会計 金の設置
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運動推 利活動法 予算に定 歳入歳 目的を達

進基金 人、事業 める額 出予算 成するた

者、市町 に計上 めに必要

村、県等 して、 な経費の

の多様な 当該基 財源に充

主体が連 金の設 て る と

携し、共 置目的 き。

に地域の を達成

特性を生 するた

かした魅 めに必

力ある地 要な経

域づくり 費の財

を 推 進 源に充

し、もっ 当

て地域の ( ２ )

振興に資 (１)の

す る こ ほか、

と。 一般会

計歳入

歳出予

算に計

上して

基金に

積立て

７ 略 ８ 略

８ 略 ９ 略

９ 略 10 略

10 略 11 略

11 略 12 略

12 略 13 略

13 略 14 略

14 略 15 略

15 略 16 略

16 略 17 略

17 略 18 略

18 略 19 略

19 略 20 略

20 略 21 略

21 略 22 略

22 略 23 略

23 略 24 略

24 略 25 略

25 鳥取 県内の 一般会計 一般会計 当該基 26 鳥取 県内の 一般会計 一般会計 当該基

県地域 医療に係 歳入歳出 歳入歳出 金の設置 県地域 医療に係 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

医療再 る課題の 予算に定 予算に計 目的を達 医療再 る課題の 予算に定 予算に計 目的を達
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生基金 解決を図 める額 上して当 成するた 生基金 解決を図 める額 上して当 成するた

るため、 該基金に めに必要 るため、 該基金に めに必要

医療機能 積立て な経費の 医療機能 積立て な経費の

の強化、 財源に充 の強化、 財源に充

医師等の て る と 医師等の て る と

確保等を き。 確保等を き。

計画的に 計画的に

行う施策 行う施策

の実施に の実施に

要する経 要する経

費に充て 費に充て

ること。 ること。

27 とっ 高 齢 一般会計 一般会計 当該基

とり支 者、障が 歳入歳出 歳入歳出 金の設置

え愛基 い者等が 予算に定 予算に計 目的を達

金 住み慣れ める額 上して当 成するた

た地域で 該基金に めに必要

暮らし続 積立て な経費の

けられる 財源に充

ようにす て る と

るため、 き。

これらの

者の生活

を地域で

支え合う

活動の支

援及び生

活環境の

整備を行

うこと。

26 略 28 略

27 略 29 略

28 略 30 略

29 略 31 略

30 略 32 略

31 略 33 略

32 略 34 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 第１条中鳥取県基金条例別表第１の12の項の改正規定及び同表に34の項を加える改正規定並びに別表第

３の３の項の改正規定 平成28年４月１日

(２) 第２条の規定 平成28年５月31日
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特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第12号

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（平成12年鳥取県条例第61号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この条例は、過疎地域自立促進特別措置法 第１条 この条例は、過疎地域自立促進特別措置法

（平成12年法律第15号。以下「過疎法」とい （平成12年法律第15号。以下「過疎法」とい

う。）、企業立地の促進等による地域における産業 う。）、企業立地の促進等による地域における産業

集積の形成及び活性化に関する法律（平成19年法律 集積の形成及び活性化に関する法律（平成19年法律

第40号。以下「企業立地促進法」という。）、地域 第40号。以下「企業立地促進法」という。）及び地

再生法（平成17年法律第24号）及び山村振興法（昭 域再生法（平成17年法律第24号）に定める目的の達

和40年法律第64号）に定める目的の達成並びに本県 成並びに本県における企業立地の促進に資するた

における企業立地の促進に資するため、地方税法 め、地方税法（昭和25年法律第226号）第６条の規

（昭和25年法律第226号）第６条の規定による県税 定による県税の課税免除及び不均一課税について必

の課税免除及び不均一課税について必要な事項を定 要な事項を定めるものとする。

めるものとする。

（地方活力向上地域における県税の不均一課税） （地方活力向上地域における県税の不均一課税）

第４条 略 第４条 略

（産業振興施策促進区域における不動産取得税の不均

一課税）

第５条 山村振興法第14条の地方税の不均一課税に伴

う措置が適用される場合等を定める省令（平成３年

自治省令第８号。以下「山振法省令」という。）第

２条第１号に規定する特別償却設備設置者につい

て、同号に規定する特別償却設備である家屋又はそ

の敷地である土地の取得（山振法省令第１条に規定

する計画期間の初日以後の取得に限り、かつ、土地

の取得については、その取得の日の翌日から起算し

て１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設

の着手があった場合における当該土地の取得に限

る。）に対して課する不動産取得税の税率は、県税

条例第79条及び第80条の規定にかかわらず、これら

の規定に規定する税率に10分の１を乗じて得た率と

する。

（企業立地の促進のための不動産取得税の不均一課 （企業立地の促進のための不動産取得税の不均一課
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税） 税）

第６条 鳥取県企業立地等事業助成条例（平成25年鳥 第５条 鳥取県企業立地等事業助成条例（平成25年鳥

取県条例第８号）第２条第２号に規定する企業立地 取県条例第８号）第２条第２号に規定する企業立地

事業を行う者（平成30年３月31日までに当該企業立 事業を行う者（平成30年３月31日までに当該企業立

地事業の用に供する家屋又はその敷地である土地を 地事業の用に供する家屋又はその敷地である土地を

取得し、同条例第４条に規定する企業立地事業補助 取得し、同条例第４条に規定する企業立地事業補助

金（以下「企業立地事業補助金」という。）の交付 金（以下「企業立地事業補助金」という。）の交付

の決定を受けた者に限る。）について、当該家屋又 の決定を受けた者に限る。）について、当該家屋又

はその敷地である土地の取得（第２条第１項、第３ はその敷地である土地の取得（第２条第１項、第３

条、第４条第２項又は前条の規定の適用を受けるこ 条又は前条第２項の規定の適用を受けることができ

とができる取得を除き、かつ、土地の取得について る取得を除き、かつ、土地の取得については、その

は、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当 取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を

該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった 敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合にお

場合における当該土地の取得に限る。）に対して課 ける当該土地の取得に限る。）に対して課する不動

する不動産取得税の税率は、県税条例第79条及び第 産取得税の税率は、県税条例第79条及び第80条の規

80条の規定にかかわらず、100分の0.4とする。 定にかかわらず、100分の0.4とする。

（課税免除の届出等） （課税免除の届出等）

第７条 略 第６条 略

（不均一課税の適用の申請） （不均一課税の適用の申請）

第８条 略 第７条 略

２ 第５条の規定の適用を受けようとする者は、次に

掲げる事項を記載した不均一課税適用申請書を、個

人にあっては山振法省令第２条第１号に規定する特

別償却設備を事業の用に供した日の属する年の翌年

の３月15日又は延長申告期限までに、法人にあって

は同号に規定する特別償却設備を事業の用に供した

日の属する事業年度に係る法人事業税申告納付期間

の末日又は延長申告期限までに、知事に提出しなけ

ればならない。

(１) 住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務

所の所在地、名称及び代表者の氏名）

(２) 山振法省令第２条第１号に規定する特別償却

設備又はその敷地である土地の所在地及び取得年

月日

(３) その他参考となるべき事項

３ 第６条の規定の適用を受けようとする者は、次に ２ 第５条の規定の適用を受けようとする者は、次に

掲げる事項を記載した不均一課税適用申請書を、家 掲げる事項を記載した不均一課税適用申請書を、家

屋又はその敷地である土地を事業の用に供した日の 屋又はその敷地である土地を事業の用に供した日の

属する年の翌年の３月15日（法人にあっては、家屋 属する年の翌年の３月15日（法人にあっては、家屋

又はその敷地である土地を事業の用に供した日の属 又はその敷地である土地を事業の用に供した日の属

する事業年度に係る法人事業税申告納付期間の末 する事業年度に係る法人事業税申告納付期間の末

日）、延長申告期限又は企業立地事業補助金の交付 日）、延長申告期限又は企業立地事業補助金の交付

の決定を受けた日の翌日から２月を経過する日のい の決定を受けた日の翌日から２月を経過する日のい
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ずれか遅い日までに、知事に提出しなければならな ずれか遅い日までに、知事に提出しなければならな

い。 い。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

４ 知事は、前３項の規定による申請があった場合に ３ 知事は、前２項の規定による申請があった場合に

おいて必要があると認めるときは、当該申請に係る おいて必要があると認めるときは、当該申請に係る

事項について調査することができる。 事項について調査することができる。

（虚偽の届出者等に対する措置） （虚偽の届出者等に対する措置）

第９条 正当な理由がなく、第７条第１項から第３項 第８条 正当な理由がなく、第６条第１項から第３項

までの届出若しくは前条第１項から第３項までの申 までの届出若しくは前条第１項若しくは第２項の申

請をせず、若しくは虚偽の記載その他不正な行為に 請をせず、若しくは虚偽の記載その他不正な行為に

よりこれらの届出若しくは申請をした者又は正当な よりこれらの届出若しくは申請をした者又は正当な

理由がなく第７条第４項若しくは前条第４項の調査 理由がなく第６条第４項若しくは前条第３項の調査

を拒み、若しくは妨げた者に対しては、第２条から を拒み、若しくは妨げた者に対しては、第２条から

第６条までの規定は、適用しないものとする。 第５条までの規定は、適用しないものとする。

（不動産取得税の徴収猶予） （不動産取得税の徴収猶予）

第10条 知事は、家屋又は土地の取得に対して課する 第９条 知事は、家屋又は土地の取得に対して課する

不動産取得税を徴収する場合において、当該家屋又 不動産取得税を徴収する場合において、当該家屋又

は土地の取得者から当該不動産取得税について第２ は土地の取得者から当該不動産取得税について第２

条第１項、第３条、第４条第２項、第５条又は第６ 条第１項、第３条、第４条第２項又は第５条の規定

条の規定の適用があるべき旨の申告があり、当該申 の適用があるべき旨の申告があり、当該申告が真実

告が真実であると認めるときは、個人にあっては当 であると認めるときは、個人にあっては当該家屋又

該家屋又は土地を取得した日の属する年の翌年の10 は土地を取得した日の属する年の翌年の10月15日ま

月15日まで、法人にあっては当該家屋又は土地を取 で、法人にあっては当該家屋又は土地を取得した日

得した日の属する事業年度に係る法人事業税申告納 の属する事業年度に係る法人事業税申告納付期間の

付期間の末日から７月を経過する日まで、第２条第 末日から７月を経過する日まで、第２条第１項若し

１項若しくは第３条の規定により課税を受けないこ くは第３条の規定により課税を受けないこととなる

ととなる額又は第４条第２項、第５条若しくは第６ 額又は第４条第２項若しくは第５条の規定により不

条の規定により不均一課税の適用を受けることとな 均一課税の適用を受けることとなる額以外の額に相

る額以外の額に相当する税額の徴収を猶予する。 当する税額の徴収を猶予する。

２ 略 ２ 略

３ 知事が、前２項の規定により徴収を猶予した期間 ３ 知事が、前２項の規定により徴収を猶予した期間

の末日の前日までに、第２条第１項、第３条、第４ の末日の前日までに、第２条第１項、第３条、第４

条第２項、第５条又は第６条の規定を適用する旨の 条第２項又は第５条の規定を適用する旨の決定をし

決定をした場合は、前２項の規定にかかわらず、そ た場合は、前２項の規定にかかわらず、その決定し

の決定した日の１月後まで徴収を猶予したものとみ た日の１月後まで徴収を猶予したものとみなす。

なす。

４～７ 略 ４～７ 略

（徴収猶予の取消し） （徴収猶予の取消し）

第11条 知事は、前条第１項又は第２項の規定により 第10条 知事は、前条第１項又は第２項の規定により

徴収を猶予した場合において、当該徴収の猶予に係 徴収を猶予した場合において、当該徴収の猶予に係

る不動産取得税について第２条第１項、第３条、第 る不動産取得税について第２条第１項、第３条、第

４条第２項、第５条若しくは第６条の規定の適用が ４条第２項若しくは第５条の規定の適用がないこと
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ないことが明らかとなったとき、又は徴収の猶予の が明らかとなったとき、又は徴収の猶予の事由の一

事由の一部に変更があることが明らかになったとき 部に変更があることが明らかになったときは、当該

は、当該徴収を猶予した税額の全部又は一部につい 徴収を猶予した税額の全部又は一部についてその徴

てその徴収の猶予を取り消し、これを直ちに徴収す 収の猶予を取り消し、これを直ちに徴収する。

る。

２・３ 略 ２・３ 略

（特例措置が競合する場合における規定の適用等） （特例措置が競合する場合における規定の適用等）

第12条 第２条及び第３条の規定が互いに競合する場 第11条 第２条及び第３条の規定が互いに競合する場

合には、これらの規定のうち第７条の規定により届 合には、これらの規定のうち第６条の規定により届

出をする者が選択するいずれかの規定を適用する。 出をする者が選択するいずれかの規定を適用する。

（届出書等の提出） （届出書等の提出）

第13条 略 第12条 略

（委任） （委任）

第14条 略 第13条 略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例第５条の規定は、平成27年４月

１日以後の家屋又はその敷地である土地の取得に対して課する不動産取得税について適用する。
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職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第13号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給料表） （給料表）

第３条 略 第３条 略

２ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基 ２ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基

づき、次に掲げる等級別基準職務表に定める標準的 づき、次に掲げる級別標準職務表に定める標準的な

な職務の内容を基準として、給料表に定める職務の 職務の内容を基準として人事委員会規則の定めると

級に分類するものとし、その分類については、人事 ころにより、給料表に定める職務の級に分類するも

委員会規則で定める。 のとする。

(１) 行政職給料表等級別基準職務表（別表第７） (１) 行政職給料表級別標準職務表（別表第７）

(２) 公安職給料表等級別基準職務表（別表第８） (２) 公安職給料表級別標準職務表（別表第８）

(３) 教育職給料表等級別基準職務表（別表第９） (３) 教育職給料表級別標準職務表（別表第９）

ア 教育職給料表(１)等級別基準職務表 ア 教育職給料表(１)級別標準職務表

イ 教育職給料表(２)等級別基準職務表 イ 教育職給料表(２)級別標準職務表

(４) 研究職給料表等級別基準職務表（別表第10） (４) 研究職給料表級別標準職務表（別表第10）

(５) 医療職給料表等級別基準職務表（別表第11） (５) 医療職給料表級別標準職務表（別表第11）

ア 医療職給料表(１)等級別基準職務表 ア 医療職給料表(１)級別標準職務表

イ 医療職給料表(２)等級別基準職務表 イ 医療職給料表(２)級別標準職務表

ウ 医療職給料表(３)等級別基準職務表 ウ 医療職給料表(３)級別標準職務表

(６) 海事職給料表等級別基準職務表（別表第12） (６) 海事職給料表級別標準職務表（別表第12）

別表第７ 行政職給料表等級別基準職務表（第３条関 別表第７ 行政職給料表級別標準職務表（第３条関

係） 係）

略 略

別表第８ 公安職給料表等級別基準職務表（第３条関 別表第８ 公安職給料表級別標準職務表（第３条関

係） 係）

略 略

別表第９ 教育職給料表等級別基準職務表（第３条関 別表第９ 教育職給料表級別標準職務表（第３条関

係） 係）

ア 教育職給料表(１)等級別基準職務表 ア 教育職給料表(１)級別標準職務表

略 略

イ 教育職給料表(２)等級別基準職務表 イ 教育職給料表(２)級別標準職務表

略 略
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別表第10 研究職給料表等級別基準職務表（第３条関 別表第10 研究職給料表級別標準職務表（第３条関

係） 係）

略 略

別表第11 医療職給料表等級別基準職務表（第３条関 別表第11 医療職給料表級別標準職務表（第３条関

係） 係）

ア 医療職給料表(１)等級別基準職務表 ア 医療職給料表(１)級別標準職務表

略 略

イ 医療職給料表(２)等級別基準職務表 イ 医療職給料表(２)級別標準職務表

略 略

ウ 医療職給料表(３)等級別基準職務表 ウ 医療職給料表(３)級別標準職務表

略 略

別表第12 海事職給料表等級別基準職務表（第３条関 別表第12 海事職給料表級別標準職務表（第３条関

係） 係）

略 略

（任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）

第２条 任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥取県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

（給与に関する特例） （給与に関する特例）

第６条 略 第６条 略

２ 略 ２ 略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員の号 ３ 任命権者は、第１号任期付研究員及び第２号任期

給は、その職務に応じ、次の等級別基準職務表に定 付研究員の号給を、その者が従事する研究業務に応

める標準的な職務の内容を基準として、任命権者が じて人事委員会規則で定める基準に従い決定する。

決定する。

(１) 第１号任期付研究員

号給 標準的な職務

１ 主任研究員の職務

２ 困難な研究を行う主任研究員の職務

３ 特に困難な研究を行う主任研究員の

職務

４ 特に困難で重要な研究を行う主任研

究員の職務

５ 統括研究員の職務

６ 重要な研究を行う統括研究員の職務

(２) 第２号任期付研究員

号給 標準的な職務

１ 専門的な知識経験を必要とする研究

を行う研究員の職務

２ 高度の専門的な知識経験を必要とす
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る研究を行う研究員の職務

３ 特に高度の専門的な知識経験を必要

とする困難な研究を行う研究員の職

務

４～７ 略 ４～７ 略

（第１号任期付研究員の裁量による勤務） （第１号任期付研究員の裁量による勤務）

第８条 略 第８条 略

２～４ 略 ２～４ 略

５ 勤務時間条例第３条第２項から第４項まで、第４ ５ 勤務時間条例第３条第２項、第４条、第５条、第

条、第５条、第７条、第８条、第10条の２、第12条 ７条、第８条、第10条の２、第12条及び第17条（同

及び第17条（同条第１項第２号の海外随伴休暇に係 条第１項第２号の海外随伴休暇に係る部分に限

る部分に限る。）の規定は、第１項の第１号任期付 る。）の規定は、第１項の第１号任期付研究員に

研究員には、適用しない。 は、適用しない。

（任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

第３条 任期付職員の採用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

（給与に関する特例） （給与に関する特例）

第７条 略 第７条 略

２ 特定任期付職員の号給は、その職務に応じ、次の ２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、特定任期

等級別基準職務表に定める標準的な職務の内容を基 付職員が従事する業務に応じて人事委員会規則で定

準として、任命権者が決定する。 める基準に従い決定する。

号給 標準的な職務

１ １ 困難な業務を行う係長の職務

２ 課長補佐の職務

２ 困難な業務を行う課長補佐の職務

３ 参事の職務

４ 困難な業務を行う参事の職務

５ 参事監の職務

６ １ 困難な業務を行う参事監の職務

２ 理事監の職務

７ 困難な業務を行う理事監の職務

３～６ 略 ３～６ 略

附 則

この条例は、平成28年４月１日から施行する。
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鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第14号

鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣） （職員の派遣）

第２条 任命権者（法第２条第１項に規定する任命権 第２条 任命権者（法第２条第１項に規定する任命権

者をいう。以下同じ。）は、地域医療を担う公的病 者をいう。以下同じ。）は、地域医療を担う公的病

院を開設している公益的法人等であって知事が別に 院を開設している公益的法人等であって知事が別に

定めるものとの間の取決めに基づき医師である職員 定めるものとの間の取決めに基づき医師である職員

（次項に定める職員を除く。以下この項において同 （次項に定める職員を除く。以下この項において同

じ。）を派遣することができるほか、次に掲げる公 じ。）を派遣することができるほか、次に掲げる公

益的法人等との間の取決めに基づき、当該公益的法 益的法人等との間の取決めに基づき、当該公益的法

人等の業務にその役職員として専ら従事させるた 人等の業務にその役職員として専ら従事させるた

め、職員を派遣することができる。 め、職員を派遣することができる。

(１) 一般社団法人又は一般財団法人のうち次に掲 (１) 一般社団法人又は一般財団法人のうち次に掲

げるもの げるもの

ア～カ 略 ア～カ 略

キ 公益財団法人鳥取県畜産振興協会

キ 略 ク 略

ク 略 ケ 略

ケ 略 コ 略

サ 公益社団法人鳥取県人権文化センター

コ 略 シ 略

サ 略 ス 略

シ 略 セ 略

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

(５) 全国知事会

２・３ 略 ２・３ 略

附 則

この条例は、平成28年４月１日から施行する。
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職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第15号

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和27年鳥取県条例第39号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特殊現場作業手当） （特殊現場作業手当）

第19条 特殊現場作業手当は、次に掲げる場合に支給 第19条 特殊現場作業手当は、次に掲げる場合に支給

する。 する。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(３) 職員が道路の交通を遮断することなく行う次 (３) 県土整備部又は総合事務所に所属する職員が

に掲げる作業で、日没時から日出時までの間又は 次に掲げる作業に従事したとき。

当該作業を行うに当たって危険と認められる警報

等が行われている期間において行われるものに従

事したとき。

ア 交通を遮断することなく行う次に掲げる道路

の維持修繕等の作業で、日没時から日出時まで

の間又は当該作業を行うに当たって危険と認め

られる警報等が行われている期間において行わ

れるもの

ア 略 (ア) 略

イ 略 (イ) 略

ウ 略 (ウ) 略

イ 県が管理する道路及び河川等において著しく

腐敗し、又は損壊した鳥獣の死体を処理する作

業

(４) 職員が次に掲げる作業に従事したとき。

ア 県の管理する道路、河川等において著しく腐

敗し、又は損壊した鳥獣の死体を処理する作業

イ 県の管理する河川等において著しく腐敗した

魚の死骸を処理する作業（作業に従事した時間

が人事委員会規則で定める時間に満たないもの

を除く。）

２ 前項の手当の額は、職員が業務に従事した日１日 ２ 前項の手当の額は、職員が業務に従事した日１日

につき、次の各号に掲げる業務の区分に応じ、それ につき、次の各号に掲げる業務の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 ぞれ当該各号に定める額とする。

(１) 前項第１号、第２号及び第４号の業務 300 (１) 前項第１号、第２号及び第３号イの業務

円 300円

(２) 前項第３号の業務 600円 (２) 前項第３号アの業務 600円

３ 第１項各号に掲げる業務のうち次の表の左欄に掲 ３ 第１項各号に掲げる業務のうち次の表の左欄に掲

げる業務に係る手当が支給される日については、同 げる業務に係る手当が支給される日については、同
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項の規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄に掲げ 項の規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄に掲げ

る業務に係る手当は、支給しない。 る業務に係る手当は、支給しない。

略 略

第３号の業務 第４号の業務 第３号イの業務 第３号アの業務

第３号ア(ウ)の業務 第３号ア(ア)の業務

第３号ア(イ)の業務

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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鳥取県職員定数条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第16号

鳥取県職員定数条例の一部を改正する条例

鳥取県職員定数条例（平成６年鳥取県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数） （定数）

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 第２条 職員の定数は、次のとおりとする。

(１) 知事の事務部局の職員 2,861人 (１) 知事の事務部局の職員 2,876人

ア 一般会計支弁に係る職員 2,851人 ア 一般会計支弁に係る職員 2,866人

イ 略 イ 略

(２) 教育委員会の事務局及び学校その他の教育機 (２) 教育委員会の事務局及び学校その他の教育機

関の職員 2,278人 関の職員 2,323人

ア 県立学校の職員 2,026人 ア 県立学校の職員 2,069人

イ アに掲げる職員以外の職員 252人 イ アに掲げる職員以外の職員 254人

(３)～(７) 略 (３)～(７) 略

(８) 企業局の職員 60人 (８) 企業局の職員 59人

(９) 略 (９) 略

(10) 県費負担教職員 4,135人 (10) 県費負担教職員 4,169人

２ 次の職員については、知事の承認を得て、前項各 ２ 次の職員については、知事の承認を得て、前項各

号に定める定数の外に置くことができる。 号に定める定数の外に置くことができる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職

員の処遇等に関する条例（昭和63年鳥取県条例第

３号）第３条第１項に規定する派遣職員

(５) 略 (４) 略

(６) 略 (５) 略

(７) 略 (６) 略

(８) 略 (７) 略

(９) 略 (８) 略

(10) 略 (９) 略

(11) 略 (10) 略

(12) 略 (11) 略

附 則

この条例は、平成28年４月１日から施行する。
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鳥取県附属機関条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第17号

鳥取県附属機関条例等の一部を改正する条例

（鳥取県附属機関条例の一部改正）

第１条 鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例第53号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名称 調査審議する事項 名称 調査審議する事項

略 略

鳥取県パートナー県 鳥取県民参画基本条例（平 鳥取県パートナー県 鳥取県民参画基本条例（平

政推進会議 成25年鳥取県条例第３号） 政推進会議 成25年鳥取県条例第３号）

第２条の基本理念に基づく 第２条の基本理念に基づく

パートナー県政の実現に向 パートナー県政の実現に向

けた県民参画による県政推 けた県民参画による県政推

進の仕組みづくりに関する 進の仕組みづくりに関する

事項 事項

鳥取県県民投票選択 鳥取県民参画基本条例第18

肢等検討委員会 条第１項に規定する事項

略 略

トットリズム推進委 トットリズムの推進に関す 鳥取力創造運動推進 鳥取力創造運動の推進に関

員会 る事項 委員会 する事項

略 略

鳥取県救急搬送高度 消防法（昭和23年法律第 鳥取県救急搬送高度 消防法（昭和23年法律第

化推進協議会 186号）第35条の８第４項 化推進協議会 186号）第35条の８第４項

に規定する事項 に規定する事項

鳥取県行政不服審査 行政不服審査法（平成26年

会 法律第68号）第81条第１項

に規定する事項

略 略

鳥取県知事等の給与 知事等の給料、報酬及び手 鳥取県知事等の給与 知事等の給料、報酬及び手

に関する有識者会議 当の額その他の給与に関す に関する有識者会議 当の額その他の給与に関す

る制度の改正の必要性に関 る制度の改正の必要性に関

する事項 する事項

鳥取県事業棚卸し評 県が実施する事業の評価に

価者会議 関する事項

略 略

子育て王国とっとり 略 子育て王国とっとり 略

会議 (３) 就学前の子どもに関 会議 (３) 就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合 する教育、保育等の総合
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的な提供の推進に関する 的な提供の推進に関する

法律(平成18年法律第77 法律(平成18年法律第77

号)第25条に規定する事 号)第25条に規定する事

項 項

とっとり型の保育の 保育・幼児教育のあり方に

あり方研究会 関する事項

略 略

鳥取県自然環境保全 鳥取県自然環境保全コン 鳥取県自然環境保全 鳥取県自然環境保全コン

コンクール審査会 クール知事表彰の被表彰者 コンクール審査会 クール知事表彰の被表彰者

の選考に関する事項 の選考に関する事項

鳥取県氷ノ山グリー 氷ノ山一帯の観光振興及び

ンエコリゾート推進 地域活性化に関する事項

協議会

略 略

鳥取県景観審議会 鳥取県景観形成条例（平成 鳥取県景観審議会 鳥取県景観形成条例（平成

19年鳥取県条例第14号）第 19年鳥取県条例第14号）第

26条第１項に規定する事項 26条第１項に規定する事項

鳥取県住生活基本計 住生活基本法（平成18年法

画検討委員会 律第61号）第17条第１項の

規定により定める計画に関

する事項

略 略

鳥取県経済・雇用振 産業界における事業者若し 鳥取県経済・雇用振 産業界における事業者又は

興キャビネット くは業態特有の課題又は外 興キャビネット 業態特有の課題及び外部環

部環境等の変化に伴う課題 境等の変化に伴う課題並び

及びその解決のための施策 にこれらの解決のための施

に関する事項 策に関する事項

鳥取県雇用創造１万 雇用創造１万人計画（商工

人推進会議 業に加え、農林水産業、観

光、教育、福祉、医療など

あらゆる分野において、官

民連携により平成23年度か

ら４年間で１万人の雇用創

造を目指す県の計画をい

う。）の推進に関する事項

略 略

地方独立行政法人鳥 地方独立行政法人法（平成 地方独立行政法人鳥 地方独立行政法人法（平成

取県産業技術センタ 15年法律第118号）第11条 取県産業技術センタ 15年法律第118号）第11条

ー評価委員会 第２項各号に掲げる事項 ー評価委員会 第２項各号に掲げる事項

鳥取県オープンデー 県が保有するその利用に制

タ・ビッグデータ活 限のないデジタルデータ及

用検討会 び大量に収集され、蓄積さ

れるデジタルデータの活用

に関する事項

略 略
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別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

名称 調査審議する事項 名称 調査審議する事項

略 略

鳥取県グローバル・ 世界で活躍できる人材の育 鳥取県グローバル・ 世界で活躍できる人材の育

リーダー育成事業運 成に取り組む高等学校にお リーダー育成事業運 成に取り組む高等学校にお

営指導委員会 ける教育課程の開発、実践 営指導委員会 ける教育課程の開発・実践

等の体制整備に関する事項 等の体制整備に関する事項

鳥取県スーパーサイ 高等学校における理数系教

エンスハイスクール 科に係る教育課程の研究開

運営指導委員会 発に関する事項

鳥取県立智頭農林高 鳥取県立智頭農林高等学校

等学校運営指導委員 における林業分野の人材育

会 成に関する事項

鳥取県立境港総合技 鳥取県立境港総合技術高等

術高等学校運営指導 学校における水産分野の人

委員会 材育成に関する事項

略 略

とっとり弥生の王国 青谷上寺地遺跡及び妻木晩 鳥取県青谷上寺地遺 青谷上寺地遺跡の学術的な

調査整備活用委員会 田遺跡の調査研究及び整備 跡発掘調査委員会 発掘調査の方法及び計画に

活用に関する事項 関する事項

鳥取県妻木晩田遺跡 妻木晩田遺跡の学術的な発

発掘調査委員会 掘調査の方法及び計画に関

する事項

略 略

（鳥取県男女共同参画推進条例の一部改正）

第２条 鳥取県男女共同参画推進条例（平成12年鳥取県条例第83号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

前文 前文

第１章～第４章 略 第１章～第４章 略

第５章 鳥取県男女共同参画審議会（第32条－第37 第５章 鳥取県男女共同参画審議会（第32条－第38

条） 条）

第６章 雑則（第38条） 第６章 雑則（第39条）

附則 附則

（庶務）

第37条 審議会の庶務は、地域振興部において処理す

る。

（雑則） （雑則）

第37条 略 第38条 略
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（委任） （委任）

第38条 略 第39条 略

（鳥取県警察職員顕彰条例の一部改正）

第３条 鳥取県警察職員顕彰条例（昭和42年鳥取県条例第19号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務の処理）

第４条 この条例による警察職員の顕彰に関する事務

は、鳥取県警察本部警務部監察官室において処理す

る。

（規則への委任） （規則への委任）

第４条 略 第５条 略

附 則

この条例は、平成28年４月１日から施行する。
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議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第18号

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和42年条例第31号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

（他の法令による給付との調整） （他の法令による給付との調整）

第５条 年金たる補償の額は、当該補償の事由となっ 第５条 年金たる補償の額は、当該補償の事由となっ

た障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金 た障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金

たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる年金たる たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる年金たる

給付が支給される場合には、当分の間、この条例の 給付が支給される場合には、当分の間、この条例の

規定にかかわらず、この条例の規定（第13条の２を 規定にかかわらず、この条例の規定（第13条の２を

除く。）による年金たる補償の年額に、同表の左欄 除く。）による年金たる補償の年額に、同表の左欄

に掲げる当該年金たる補償の種類及び同表の中欄に に掲げる当該年金たる補償の種類及び同表の中欄に

掲げる年金たる給付に応ずる同表の右欄に掲げる率 掲げる年金たる給付に応ずる同表の右欄に掲げる率

を乗じて得た額（その額がこの条例の規定（第13条 を乗じて得た額（その額がこの条例の規定（第13条

の２を除く。）による当該年金たる補償の年額から の２を除く。）による当該年金たる補償の年額から

当該補償の事由となった障害又は死亡について支給 当該補償の事由となった障害又は死亡について支給

される同表の中欄に掲げる当該年金たる給付の額の される同表の中欄に掲げる当該年金たる給付の額の

合計額を控除した残額を下回る場合には、当該残 合計額を控除した残額を下回る場合には、当該残

額）とし、その額に50円未満の端数があるときは、 額）とし、その額に50円未満の端数があるときは、

これを切り捨て、50円以上100円未満の端数がある これを切り捨て、50円以上100円未満の端数がある

ときは、これを100円に切り上げるものとする。 ときは、これを100円に切り上げるものとする。

傷病補償 略 傷病補償 略

年金 障害厚生年金（障害基礎年金と 0.88 年金 障害厚生年金（障害基礎年金と 0.86

同一の支給事由により支給され 同一の支給事由により支給され

るものを除く。） るものを除く。）

略 略

略 略

２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の左 ２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の左

欄に掲げる年金たる給付が支給される場合には、当 欄に掲げる年金たる給付が支給される場合には、当

分の間、この条例の規定にかかわらず、この条例の 分の間、この条例の規定にかかわらず、この条例の

規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる当 規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる当

該年金たる給付に応ずる同表の右欄に掲げる率を乗 該年金たる給付に応ずる同表の右欄に掲げる率を乗

じて得た額（その額がこの条例の規定による休業補 じて得た額（その額がこの条例の規定による休業補

償の額から同一の事由について支給される当該年金 償の額から同一の事由について支給される当該年金

たる給付の額の合計額を365で除して得た額を控除 たる給付の額の合計額を365で除して得た額を控除

した残額を下回る場合には、当該残額）とする。 した残額を下回る場合には、当該残額）とする。
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略 略

障害厚生年金（障害基礎年金と同一の支給 0.88 障害厚生年金（障害基礎年金と同一の支給 0.86

事由により支給されるものを除く。） 事由により支給されるものを除く。）

略 略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第５条第１項及び第２項の規定

は、この条例の施行の日以後の期間に係る傷病補償年金及び同日以後に支給すべき事由の生じた休業補償につ

いて適用し、同日前の期間に係る傷病補償年金及び同日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、な

お従前の例による。
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鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第19号

鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年鳥取県条例第35号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事務 市町村等 事務 市町村等

略 略

８ 介護保険法（平成９年法律第123 南部箕蚊 ８ 介護保険法（平成９年法律第123 南部箕蚊

号）に基づく事務のうち、次に掲げる 屋広域連 号）に基づく事務のうち、次に掲げる 屋広域連

もの（同法第70条第２項第１号（同法 合 もの（同法第70条第２項第１号（同法 合

第70条の２第４項において準用する場 第70条の２第４項において準用する場

合を含む。）、第74条第１項及び第２ 合を含む。）、第74条第１項及び第２

項、第79条第２項第１号（同法第79条 項、第79条第２項第１号（同法第79条

の２第４項において準用する場合を含 の２第４項において準用する場合を含

む。）、第81条第１項及び第２項、第 む。）、第81条第１項及び第２項、第

115条の２第２項第１号（同法第115条 115条の２第２項第１号（同法第115条

の11において準用する同法第70条の２ の11において準用する同法第70条の２

第４項において準用する場合を含 第４項において準用する場合を含

む。）並びに第115条の４第１項及び む。）並びに第115条の４第１項及び

第２項の条例を定める事務を除く。） 第２項の条例を定める事務を除く。）

(１)～(48) 略 (１)～(48) 略

８の２ 鳥取県居宅サービス事業及び介 南部箕蚊

護予防サービス事業に関する条例（平 屋広域連

成24年鳥取県条例第76号）別表の６の 合

表設備の項第４号の規定による届出の

受理

８の３ 鳥取県居宅サービス事業及び介 南部箕蚊

護予防サービス事業に関する条例の施 屋広域連

行のための規則に基づく事務のうち、 合

別に規則で定めるもの

８の４ 略 ８の２ 略

８の５ 略 ８の３ 略

８の６ 略 ８の４ 略

８の７ 略 ８の５ 略

８の８ 略 ８の６ 略

略 略

24の４ 農地法（昭和27年法律第229 鳥取市及 24の４ 農地法（昭和27年法律第229 鳥取市及

号）に基づく事務のうち、次に掲げる び西伯郡 号）に基づく事務のうち、次に掲げる び西伯郡
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もの 南部町 もの 南部町

(１) 略 (１) 略

(２) 第４条第３項（同条第６項にお

いて準用する場合を含む。）の規定

による農業会議の意見の聴取（特定

転用に係るものを除く。）

(２) 第４条第８項の規定による国又 (３) 第４条第５項の規定による国又

は県との協議（特定転用に係るもの は県との協議（特定転用に係るもの

を除く。） を除く。）

(３) 第４条第９項の規定による農業

委員会の意見の聴取（特定転用に係

るものを除く。）

(４) 略 (４) 略

(５) 第５条第３項又は第５項におい

て準用する第４条第３項の規定によ

る農業会議の意見の聴取（特定権利

取得に係るものを除く。）

(５) 略 (６) 略

(６) 第５条第５項において準用する

第４条第９項の規定による農業委員

会の意見の聴取（特定権利取得に係

るものを除く。）

(７)～(９) 略 (７)～(９) 略

24の５ 農業振興地域の整備に関する法 西伯郡伯 24の５ 農業振興地域の整備に関する法 西伯郡伯

律（昭和44年法律第58号）に基づく事 耆町 律（昭和44年法律第58号）に基づく事 耆町

務のうち、次に掲げるもの 務のうち、次に掲げるもの

(１) 略 (１) 略

(２) 第15条の２第６項又は第７項の (２) 第15条の２第６項の規定による

規定による都道府県機構の意見の聴 農業会議の意見の聴取

取

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略

略 略

附 則

この条例は、平成28年４月１日から施行する。
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鳥取県民生委員定数条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第20号

鳥取県民生委員定数条例の一部を改正する条例

鳥取県民生委員定数条例（平成25年鳥取県条例第55号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

民生委員の定数は、次の表の左欄に掲げる市町村の 民生委員の定数は、次の表の左欄に掲げる市町村の

区域ごとに、それぞれ同表の右欄に定めるとおりとす 区域ごとに、それぞれ同表の右欄に定めるとおりとす

る。 る。

略 略

倉吉市 166人 倉吉市 164人

略 略

東伯郡琴浦町 66人 東伯郡琴浦町 65人

略 略

西伯郡大山町 62人 西伯郡大山町 61人

略 略

附 則

この条例は、平成28年12月１日から施行する。
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鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例を廃止する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第21号

鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例を廃止する条例

鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例（平成13年鳥取県条例第６号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に交付決定された鳥取県届出保育施設等運営事業助成条例第３条の補助金について

は、なお従前の例による。


